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（続紙 ２ ）                            
 
（論文審査の結果の要旨） 
 
本論文の背景には、経済学で標準的な期待効用関数モデルが、近年さまざまな形
でその説明力の限界が指摘されてきている事実がある。そのため、期待効用関数モ
デルを数学的に拡張した非期待効用モデルの枠組みを用いて、より広範な経済行動
を体系的に記述する研究が行われている。経済理論分析の中で比較静学分析がもつ
重要な意義は論ずるまでもないが、本論文が特に着目しているのは、このより広い
クラスのモデルには、数学的な拡張のため伝統的な比較静学分析手法は直接適応で
きず、それゆえ新たな手法が必要とされているという点である。 
非期待効用理論が許容する効用関数の形状は広範であるがために、特定の関数形
に依存せず、原理的にモデルの特定化や経済学的なコンテクストにも依存しない頑
健な手法の開発が求められていることは間違いない。本論文は、そのような頑健な
手法をもちいた比較静学分析を目指し、その結果として非期待効用モデルにおける
比較静学分析に関するいくつかの先駆的かつ精緻な結果を報告している。すなわ
ち、網羅的ではないとはいえ、いくつかの興味深い経済学的設定において、本論文
は上記の要請に十分応える結果を得たものであり、それゆえその学術的な貢献は十
分に高いと考える。特に、第３章と第４章の分析は、動学的非整合性という非期待
効用理論が現在直面している重大な課題にも間接的に取り組んだ労作であり、学術
的価値の高いものである。 
本論文の価値をいっそう高めるために改善が可能な点として、以下の３点を指摘
しておく。まず、第２章での所得の曖昧さの導入方法について、昨今発展が著しい
曖昧さの理論的分析に関する最新の成果が取り入れていない点。モデルの設定を変
更するだけで、より問題の本質が明らかになる可能性があるため、たとえばこの設
定によって得られる単調性の結果や反例が、目的関数の形状変更に関してどれだけ
頑健なのか議論されるべきだろう。 
次に、第３章では、不確実性のある多期間モデルをあつかうにかかわらず、割引
因子に関する情報が経験に応じて徐々に明らかになるケースが排除されている点。
そのため、ここでの分析が多期間にわたる動的な意思決定を標榜するものの、それ
が２期間分析で得られる知見を本質的に改善するのか疑問が残る。 
最後に、第４章において情報理論の拡張に関する最新の理論、特に非加法的予測
確率のアップデートの議論が考慮されていない点。マキシミン効用関数に関する議
論に終始しているが、それ以外の非期待効用型効用関数について進んでいる研究成
果との比較検討が重要であろう。 
とはいえ、これらの点はあくまで今後の検討課題とすべきもので、本論文の不備
  
ではないと考える。 
よって、本論文は博士（経済学）の学位論文として価値あるものと認める。ま
た、平成３１年１月２９日、論文内容とそれに関連した事項について試問を行った
結果、合格と認めた。 
 
